
新
事
業
公
益
性
追
求
で
存
在
感

会
　

長
　
渡
邊
　
裕
之

役員

渡邊新体制
スタート

働
き
方
改
革
・
若
者
の
確
保

ハ

ド
ル
乗
り
越
え
る

令和４年度・運動方針
スローガン

中小の進路を拓く都中建

「東京」守る意志と心意気込める
シンボルマークを決定

顧問　
　紹介


島
　

な
お
き
氏

︵
自
民
党
︶

田
村
　

利
光
氏

︵
自
民
党
︶

主
要
記
事

会　報　都　中　建（　　） 第３３８号 ２０２２年（令和４年）９月１日　（木曜日）������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������������
新卒募集　参加者の評価まずまず（２面）

都への入札契約制度要望・回答　（３面）

防災セミナー　災害対応実務学ぶ（４面）

１　働き方改革の推進
２　受注機会の確保
３　女性・若者の入職促進
４　地域防災体制の強化
５　ＤＸ・ＩＴ施工の推進

　東京都中小建設業協会は
新しいシンボルマークを決
定しました。伝統的な江戸
文字である角字を、「どう
転がしても必ず目（芽）が
出る」として縁起の良い賽
文字にして、「都中建」の
３文字を表しました。
　橙・緑・青の３色は、持
続可能な開発目標のシンボルである太陽と森と海
をそれぞれ表現、「東京」を守る地場建設業者の
強い意志と心意気も示しています。

　
東
京
都
中
小
建
設
業
協
会
は
５
月

日
の
通
常
総
会
で

渡
邊
裕
之
氏
︵
渡
邊
建
設
︶
を
新
会
長
に
選
出

し
た

今
期
は
改
選
期
だ

た

山
口
巖
氏
は
会
長
職
を
３
期
６
年
務
め
た

渡
邊
新
会
長
は

﹁
働
き
方

改
革

若
い
人
の
入
職
な
ど
ハ

ド
ル
は
高
い
が

こ
れ
ら
に
対
応
し
な
け
れ
ば
明
る
い
将
来
は
な
い
﹂
と

こ
れ
ま
で
の
活
動
の
継
続
と
一
層
の
強
化
に
も
含
み
を
持
た
せ

新
体
制
が
ス
タ

ト
し
た


　
令
和
４
年
度
事
業
計
画
に

は

▽
経
営
改
善
及
び
技
術

の
向
上
▽
情
報
の
蒐
集
及
び

提
供
▽
法
制
及
び
施
策
の
調

査
研
究
▽
建
議
陳
情
▽
工
事

の
安
全
施
工

福
利
事
業
推

進
▽
団
体
活
動
の
強
化
▽
今

年
度
の
重
点
事
業


を
掲

げ
た


　
こ
の
う
ち
重
点
事
業
と
し

て
は

①
働
き
方
改
革
の
推

進
②
生
産
性
の
向
上
③
人
材

の
確
保
④
適
正
な
入
札
制
度

⑤
都
中
建
の
組
織
強
化
⑥
女

性
・
若
者
の
入
職
促
進
⑦
地

域
防
災
体
制
の
強
化
⑧
Ｄ
Ｘ

︵
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ



メ

シ

ン
︶
・
Ｉ
Ｔ
施

工
の
推
進


の
８
項
目
を

盛
り
込
ん
だ

Ｄ
Ｘ
・
Ｉ
Ｔ

施
工
の
推
進
は

重
点
事
業

だ
け
で
な
く
今
年
度
の
ス
ロ


ガ
ン
に
も
新
た
に
盛
り
込

ん
だ
項
目


　
Ｄ
Ｘ
に
つ
い
て
は

全
体

に
浸
透
・
拡
大
す
る
か
ぎ
は

中
小
企
業
に
あ
る
と
し
て


国
土
交
通
省
は
小
規
模
な
自

治
体
発
注
工
事
で
も
Ｉ
Ｃ
Ｔ

施
工
が
進
む
よ
う
に
新
た
な

積
算
や
要
領
作
成
な
ど
を
進

め
て
お
り

こ
う
し
た
動
き

に
対
応
す
る


　
ま
た
総
会
で
は

今
年
度

都
中
建
会
長
表
彰
と
し
て


▽
役
員
功
労
感
謝
状︵
２
名
︶

▽
事
業
功
労
感
謝
状︵
３
名
︶

▽
組
織
功
労
感
謝
状︵
１
名
︶

▽
永
年
勤
続
表
彰
︵

名
︶

が
そ
れ
ぞ
れ
表
彰
さ
れ
た


　
総
会
終
了
後
に
は
懇
親
会

も
開
か
れ
た

総
会
含
め
対

面
開
催
は
３
年
ぶ
り


　
さ
る
５
月

日

３
年
ぶ

り
に
対
面
で
総
会
が
開
催
さ

れ

任
期
満
了
に
伴
う
役
員

改
選
で
新
会
長
に
選
任
さ
れ

ま
し
た
渡
邊
で
ご
ざ
い
ま

す

ど
う
ぞ
よ
ろ
し
く
お
願

い
い
た
し
ま
す


　
都
中
建
は

昭
和

年
の

創
立
以
来

多
く
の
試
練
を

乗
り
越
え
て
ま
い
り
ま
し
た

が

来
年
５
月

つ
い
に
創

立

年
の
節
目
を
迎
え
る
こ

と
と
な
り
ま
し
た
こ
れ
は


こ
れ
ま
で
の
諸
先
輩
方
の
熱

意
と
努
力
の
賜
物
と
し
て
深

く
感
謝
す
る
と
と
も
に
敬
意

を
表
し
ま
す


　
さ
て

こ
の
大
き
な
節
目

に
都
中
建
の
新
た
な
一
歩
を

先
導
す
る
役
目
と
し
て
会
長

に
選
任
さ
れ
ま
し
た
こ
と
に

は

我
な
が
ら
身
の
引
き
締

ま
る
思
い
を
感
じ
て
お
り
ま

す

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

の
長
期
に
わ
た
る
流
行

ウ

ク
ラ
イ
ナ
情
勢
な
ど

世
界

的
な
様
々
な
環
境
の
変
化

は

直
接
的
・
間
接
的
に
日

本
に
も
影
響
を
与
え
始
め
て

い
ま
す


　
近
頃
の
生
コ
ン
ク
リ

ト

や
木
材

鋼
材
な
ど
多
く
の

資
材
単
価
の
高
騰
や
円
安
に

よ
る
全
般
的
な
物
価
の
高
騰

等
は

中
小
建
設
業
の
経
営

に
影
を
落
と
し
て
い
ま

す

都
中
建
で
は

資
材

価
格
の
高
騰
に
対
す
る
ス
ラ

イ
ド
条
項
の
速
や
か
な
適
用

や

新
た
な
手
法
に
つ
い
て

委
員
会
で
検
討
し
て
い
ま

す


　
ま
た

２
０
２
４
年
４
月

か
ら
適
用
さ
れ
る
﹁
罰
則
付

き
時
間
外
労
働
上
限
規
制
﹂

へ
の
対
応
に
つ
き
ま
し
て
も

委
員
会
で
の
検
討
を
引
き
続

き
進
め
て
い
ま
す

こ
れ
ら

の
重
要
な
課
題
に
つ
い
て

は

国
や
地
方
自
治
体
に
対

し
て
提
言
や
要
望
を
し

か

り
行

て
ま
い
り
ま
す


　
一
方

従
来
か
ら
取
り
組

ん
で
き
た
働
き
方
改
革
へ
の

対
応
や
女
性
・
若
者
の
入
職

促
進
や
育
成
も
業
界
に
と


て
存
続
に
つ
な
が
る
重
要
課

題
で
す
都
中
建
と
し
て
も


こ
れ
ま
で
実
施
し
て
き
た
合

同
新
入
社
員
研
修
や
合
同
企

業
説
明
会

イ
ン
タ

ン
シ


プ
な
ど
を
さ
ら
に
充
実
し

て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま

す


　
都
中
建
は
地
域
社
会
の
安

全
に
寄
与
す
る
こ
と
を
大
き

な
目
的
と
し
て
い
ま
す

災

害
対
応
に
つ
い
て
も
東
京
都

や

区
と
協
定
を
締
結
し
て

い
る
こ
と
か
ら

さ
ら
に
詳

細
な
体
制
の
構
築
に
取
り
組

み
ま
す


　
都
中
建
が
担
う
役
割
は
多

岐
に
わ
た
り

い
ず
れ
も
難

し
い
課
題
で
は
あ
り
ま
す

が

新
た
な
事
業
や
公
益
性

の
追
求
に
積
極
的
に
取
り
組

む
こ
と
で

存
在
感
を
よ
り

強
め
て
ま
い
り
た
い
と
考
え

て
お
り
ま
す


　
会
員
企
業
の
皆
様
に
お
か

れ
ま
し
て
は

都
中
建
の
事

業
に
つ
き
ま
し
て
よ
り
一
層

の
ご
理
解
ご
協
力
を
お
願
い

い
た
し
ま
す


　
今
年
度
よ
り

高
島
な
お

き
都
議
と
田
村
利
光
都
議
を

当
協
会
顧
問
と
し
て
お
迎
え

し
ま
し
た
の
で

ご
紹
介
し

ま
す




新
入
会
員

建
設
業
イ
メ

ジ

﹁
良
い
﹂過
半
数
超

新卒募集イベントを開催

地
域
守
る
街
づ
く
り
に
貢
献

㈱
シ

・
エ
ス
・
ア
イ

代
表
取
締
役

谷
山
　
善
雄

地
域
の
安
心
・
安
全
に
貢
献

㈱
村
尾
重
機

代
表
取
締
役

小

　
城
司

災
害
対
策
に
貢
献

ハ
タ
防
水
建
設
㈱

代
表
取
締
役

長
谷
川
　

英
太
郎

■理事会・委員会等開催日

新
入
社
員
研
修

理
解
度
も
上
々

参
加
者
の
評
価

ま
ず
ま
ず
及
第

公共事業関係費

６府省で７．２兆円
資材高騰で事業
量目減り対応も

概
算
要
求

会　報　都　中　建 （　　）第３３８号２０２２年（令和４年）９月１日　（木曜日）

令和３年度

１／　　第６回コンソーシアム協議会

１／　　第３回労働資材委員会

２／７　　第３回災害対策特別委員会

２／　　第３回周年記念事業検討委員会

２／　　第８回理事会

２／　　第２回総務企画委員会

３／　　第３回総務企画委員会

３／　　第４回周年記念事業検討委員会

令和４年度

４／　　第１回総務企画委員会

４／　　第１回土木舗装委員会

４／　　第１回理事会

４／　　事業監査

５／　　第２回土木舗装委員会

５／　　第１回コンソーシアム協議会

５／　　第回通常総会、懇親会

６／　　第２回理事会

６／　　第回都中建協同組合総会

７／１　　第回東京都若手経営者の会総会

７／　　第３回理事会

　
今
年
の
２
月
よ
り
東
京
都

中
小
建
設
業
協
会
に
入
会
さ

せ
て
い
た
だ
き
ま
し
た
株
式

会
社
シ

・
エ
ス
・
ア
イ
と

申
し
ま
す


　
弊
社
は
昭
和

年
の
設
立

以
来

土
木
工
事
を
中
心
と

し
た
公
共
工
事
に
従
事
し
て

ま
い
り
ま
し
た


　
今
後
は

都
中
建
の
一
員

と
し
て
﹁
地
域
の
安
心
・
安

全
を
守
る
街
づ
く
り
﹂
を
皆

様
と
と
も
に
取
り
組
ん
で
参

り
た
い
と
思
い
ま
す


　
会
員
の
皆
様
に
お
か
れ
ま

し
て
は

ご
指
導
の
ほ
ど
よ

ろ
し
く
お
願
い
申
し
上
げ
ま

す


　
東
京
都
中
小
建
設
業
協
会
は
４
月

日

か
ら

日
ま
で
３
日
間

３
団
体
合
同
の

﹁
令
和
４
年
度
新
入
社
員
研
修
﹂
を
開
い

た

男
性

人

女
性

人
計

人
の
新

建
設
人
が
参
加
し
た


　
社
会
人
の
心
構
え
や
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ナ


の
ほ
か
建
設
業
の
特
徴
や
現
場
の
一
日


工
程
・
安
全

原
価
管
理
な
ど
建
設
業
の

基
本
に
つ
い
て
み

ち
り
と
学
ん
だ

研

修
レ
ポ

ト
で
は
各
科
目
と
も

﹁
よ
く

理
解
﹂
﹁
ほ
ぼ
理
解
﹂
が
大
勢
を
占
め


上
々
の
理
解
だ

た


企業選びの基準（５つまで） 　
東
京
都
中
小
建
設
業
協
会

は
２
月
６
日

渋
谷
区
の
ア

ク
セ
ス
渋
谷
ス
ペ

ス
で


新
卒
募
集
イ
ベ
ン
ト
﹁
地
域

創
造
ビ
ジ
ネ
ス
☆
イ
ン
タ


ン
シ

プ
＆
業
界
研
究
フ


ア
﹂
を
開
い
た


社
が
参

加
し
た

厚
生
労
働
省
の
働

き
方
改
革
推
進
支
援
助
成
金

を
受
け

人
材
確
保
へ
向
け
た
取
り
組
み

土
木
建
築
系

の
研
究
室
と
関
東
１
都
３
県

の
文
理
系
大
学
生
を
対
象
に

広
報
を
行
い

約

人
が
参

加
し
た

大
半
は
大
学
３
年

生
だ

た


　
企
業
選
び
の
基
準
と
し
て

参
加
学
生
の
６
割
が

﹁
仕

事
内
容
﹂
﹁
事
業
内
容
﹂

﹁
会
社
・
社
員
の
雰
囲
気
﹂

﹁
福
利
厚
生
﹂
の
４
つ
を
挙

げ
た

仕
事
の
内
容
と
と
も

に
福
利
厚
生
の
充
実
を
重
視

す
る
姿
が
浮
か
び
上
が

た

格
好


　
一
方

イ
ベ
ン
ト
参
加
前

の
建
設
業
に
対
す
る
イ
メ


ジ
は

﹁
良
い
﹂
﹁
ど
ち
ら

か
と
い
う
と
良
い
﹂
を
合
わ

せ
る
と
６
割
に
上

た

出

展
企
業
も
満
足
と
答
え
た
割

合
が
大
半
を
占
め
た


　
皆
様
は
じ
め
ま
し
て

こ

の
度

東
京
都
中
小
建
設
業

協
会
に
入
会
さ
せ
て
頂
く
こ

と
と
な
り
ま
し
た

ハ
タ
防

水
建
設
株
式
会
社
と
申
し
ま

す


　
弊
社
は
昨
年
創
業

年
を

迎
え

現
在
は
墨
田
区
で
漏

水
修
繕
を
中
心
に
新
規
工

事

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
工
事
を

問
わ
ず
従
事
さ
せ
て
頂
い
て

お
り
ま
す

止
水
に
関
す
る

専
門
的
な
知
識
や

急
な
出

水
な
ど
の
緊
急
性
の
高
い
工

事
に
対
し
て
の
フ

ト
ワ


ク
の
軽
さ
に
自
信
を
持

て

お
応
え
で
き
る
と
自
負
し
て

お
り
ま
す


　
協
会
の
提
唱
す
る
イ
ン

フ
ラ
を
守
る
災
害
対
策
の

活
動
に
も
微
力
な
が
ら
貢

献
し
て
い
き
た
い
と
考
え

て
お
り
ま
す
の
で

今
後

と
も
ご
指
導

ご
鞭
撻
の

ほ
ど
何
卒
宜
し
く
お
願
い

致
し
ま
す


学
校
老
朽
化

対
策
を
要
請

文
科
省
が
都
道
府
県
に

　
文
部
科
学
省
は

公
立
学

校
施
設
の
老
朽
化
状
況
と
耐

震
改
修
状
況
の
フ

ロ

ア


プ
調
査
結
果
を
受
け

老

朽
化
対
策
と
非
構
造
部
材
を

含
め
た
早
期
の
耐
震
化
完
了

を
各
都
道
府
県
に
要
請
し

た

安
全
を
脅
か
す
不
具
合

の
発
生
件
数
は

２
０
２
１

年
度
の
１
年
間
で
２
万
２
０

２
９
件
あ

た


　
各
学
校
設
置
者
に
対
し

て

２
０
２
５
年
度
ま
で
に

﹁
特
に
老
朽
化
が
著
し
い
施

設
の
老
朽
化
対
策
を
確
実
に

実
施
す
る
﹂
こ
と
を
要
請
し

た


　
こ
の
た
び

新
入
会
さ
せ

て
い
た
だ
き
ま
し
た
株
式
会

社
村
尾
重
機
で
す


　
弊
社
は
昭
和

年
６
月
に

設
立
以
来


年
以
上
に
わ

た
り
地
域
建
設
業
者
と
し
て

歩
ん
で
ま
い
り
ま
し
た

歴

史
あ
る
貴
協
会
に
入
会
さ
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東京都への入札契約制度に関する要望への回答
Ｉ．入札契約制度改革

Ⅱ．働き方改革の推進

会　報　都　中　建（　　） 第３３８号 ２０２２年（令和４年）９月１日　（木曜日）

①　予定価格の事前公表案件の拡大に
ついて
　近年重ねてお願いしております予定
価格の事前公表について、積算の負担
軽減の観点から低価格帯（建築．億
円未満、土木．億未満）の案件では
見直しが行われましたが、多くの中小
企業が入札に参加している、Ａ等級の
価格帯（予定価格９億円未満）の工事
案件まで事前公表を拡大していただき
たい。

②　入札可能業者の限定について
　昨年度の意見交換会において、東京
都における入札可能業者を都内本店業
者のみとしていただきたいという要望
に対し、「より多くの企業に広く受注
機会を与えること、競争性を確保する
ことといった基本的な考え方のため、
都内に本店がある事業者のみを入札参
加条件とすることは困難」というご回
答をいただいたところではあります
が、防災体制強化の観点から再度要望
いたします。東京都では様々な大災害
に備えて防災体制を取っておられます
が、私ども、都内本店業者（地場業者）
も、東京都をはじめとする行政との協
定に基づき、有事の際に速やかに初動
対応を行うべく日ごろから備えており
ます。都内に支店・営業所がある企業
の入札を可能にすることは、地場業者
の受注機会減少、経営状況の悪化へと
つながり、有事の際に対応することが
困難になることが予測されます。
　他県では、特殊工事を除く工事では
支店・営業所の入札は参加不可として
おります。東京都でも入札参加条件の
見直しをお願いいたします。

③　共同企業体工事について
１．現在、技術者育成モデルＪＶ工事
の入札参加条件では、第一順位企業は
大企業のみに限定されておりますが、
該当業種Ａ格付企業（都内本店中小企
業を含む）の追加をお願いいたします。
　共同企業体工事は中小企業の技術研
鑽の機会となりますが、第一順位とな
る企業を大企業と限定せず、Ａ格付企
業の中小企業とした場合でも十分にそ
の目的を果たすことが可能であると考
えます。なぜなら、Ａ格付企業に該当

する中小企業は、東京都発注工事の入
札において「技術者育成モデルＪＶ工
事」対象工事の規模以上の工事案件に
おいて単体及び第一順位企業として参
加している企業であり、また優良工事
表彰を受けている企業も多く、第二順
位企業が技術を学ぶ対象として申し分
ないと言えるからです。

２．東京都財務局発注の混合入札（単
体企業又は共同企業体申し込み可）案
件において、共同企業体での申し込み
につきましては、上記③―１．と同じ
条件にしていただきたい。そうするこ
とで若手技術者が技術を学ぶ機会を増
やし、又、技術者育成モデルＪＶ工事
は第二順位の契約する本店の地域要件
はありませんので、中小建設会社の受
注機会確保と工事実績の確保につなが
るものと考えます。

【回答】
　都では、事業者の規模や能力等に応じて事業
者を等級別に区分けし、事業者の方々には発注
金額に応じて競争に参加していただくこととし
ています。
　その上で、より多くの方が入札に参加しやす
い環境をつくり、競争性や透明性を高めるため、
混合入札を導入すると同時に、意欲と能力のあ
る中小企業が参加しやすいよう入札参加条件を
緩和するなどの取り組みも行いました。
　こうした取り組みを行いながら、引き続き、
中小企業の受注機会確保を図ってまいります。

④　ＪＶ結成時の第２順位以下の構成
員の罰則緩和について
　共同企業体が施工した工事におい
て、指名停止要件に該当した場合の罰
則について、第二位順位以下の構成員
においては、指名停止に対する減点へ
の緩和措置を講じていただきたい。指
名停止制度が、都における契約事務の
適正な執行を確保するために必要な制
度であることは理解しておりますが、
中小企業の受注機会確保のための取り
組みとして、その後の工事で優良工事
に選定された場合には、減点分を相殺
していただく罰則緩和のご検討をお願
いいたします。

①　生産性向上に向けての書類簡素化
と書類作成期間について
　書類の削減・簡素化につきましては、
近年続けて要望しており、東京都にお
かれましても様々な取り組みをされて
いることと存じます。しかし現状、建
設業における生産性向上・働き方改革
の推進に寄与するほどの成果は出てい
ないと言えます。年４月から適用
される時間外労働の上限規制を順守で
きなければ、法律違反となり、施工不

可能な状況に陥る業者が数多く出るこ
とが予想されます、時間外労働の削減
には、書類の削減・簡素化は不可欠で
ある、現状から％の削減を要望いた
します。
　一方で、これまでの各局との意見交
換会等を通し、一朝一夕に大幅な削減
・簡素化ができるものではないという
ことも理解しております。また、工期
設定につきましても、適正な工期設定
を確保していただいていることとは思
いますが、各社の現場担当者が、書類
作成に追われて長時間に及ぶ時間外労
働を行っているのもまた事実です。そ
のため、施工完了後に、後片付け期間
とは別に書類作成期間を設けることを
ご提案させていただきますので。ご検
討をお願いいたします。

②　現場管理費・一般管理費の引き上
げについて
　中小企業が多く入札に参加してい
る、Ａ等級の価格帯（予定価格９億円
未満）の工事について、最低制限価格
（低入札価格調査基準価格）を算定し
ている中央公共工事契約制度運用連絡
協議会（中央公契連）で使用している
算定率の現場管理費％、一般管理費
の％を一律％に引き上げることを
要望します。
　年に適用される働き方改革関連
法（４週８休による完全週休２日と時
間外労働の上限規制）を順守した上で、
建設業で働いている技能者・技術者・
事務職員等の処遇改善と若手技術者の
人材確保・教育を行うには、企業の適
正な利潤確保が必要となりますが、長
引くコロナ禍、原材料や燃料などの価
格高騰、そして激しい価格競争などに
より、建設業を取り巻く環境は大変厳
しくなっております。また、現場にお
ける働き方改革推進のために、事務業
務（写真整理、書類作成等）について、
バックオフィスの事務職員による支援
や、アウトソーシングによる時間外労
働の削減を図っておりますが、これら
の対応は中小企業にとっては非常に負
担が大きく、現状の算定率の下では多
くの企業は行うことができません。
　中小建設業者が働き方改革と適正利
潤の確保を実現するためには、算定率
の引き上げが不可欠と考えます。

【回答】
　都では、中小企業の技術力研鑽の機会を創出
し、建設業全体の技術力の確保・向上を図るこ
とを目的として、大企業と中小企業による共同
企業体の結成を入札参加条件とした「技術者育
成モデルＪＶ工事」を試行しております。
　引き続き、この制度の活用を通じ、中小企業
の技術力向上をしてまいります。【回答】

　予定価格の公表時期を事後とすることで、事
業者の適切な見積もりを促し意欲と能力がある
事業者が入札に参加しやすい環境をつくるとと
もに、見積もりをせずに応札する不良不適格事
業者の排除につながり、競争性、透明性、品質
確保等に寄与するものと考えています。
　また、見積もりにあたっては、中小企業の事
務負担にも考慮をし、低価格帯の案件は事前公
表としており、この線引きについては、落札状
況や応札行動等の定点観測を続け、検証してい
きます。

【回答】
　都が採用する共同企業体の制度は、工事を共
同連帯して営むものであり、指名停止要件に該
当した場合は、当然に全構成員が指名停止措置
の対象としています。
　総合評価方式においては、共同企業体内の順
位によって差異を設けることなく、企業の技術
力や信頼性等を適切に評価する観点から、一定
期間における優良表彰や指名停止措置の実績等
に応じて、加点または減点しています。
　引き続き、現制度を適切に運用し、技術力の
ある優良な事業者の育成を促していきます。

【回答】
　最低制限価格や低入札価格調査基準価格の設
定は、公共工事の品質確保とダンピング受注防
止のために、重要なものと認識しております。
　これらの算出に当たっては、中央公契連モデ
ルを使用し、算定式に見直しがあれば、都にお
いても随時対応してまいります。
　なお、契約締結後、賃金または物価の変動に
より契約金額が不適当になった場合は、契約金
額の変更を請求できるよう契約約款にスライド
条項を定め、この適切な運用を図るよう庁内に
周知するとともに、ホームページに手続きなど
を掲載し事業者の理解促進に努めています。

【回答】
　工事関係書類は、公共工事の品質確保や施工
管理の観点から必要なものと認識しています。
　一方、工事関係書類の削減・簡素化に取り組
むことは、建設業における生産性向上を図り、
働き方改革を推進するため重要です。このため、
東京都技術会議において、財務局を含む８局が
工事関係書類の削減・簡素化を行うモデル工事
を実施して効果や課題の検証を行い、令和３年
２月に「削減・簡素化が可能な工事関係書類」
を選定しました。その後、各局において基準類
の改定を行い、今年度から運用を開始していま
す。
　工期設定に当たっては、工期に関する基準
（令和２年７月日付中央建設業審議会決定）
を踏まえ、具体的には、新築・改築・増築の工
期は、日本建設業連合会の「建設工事適正工期
算定プログラム」を参考に設定し、直接工事に
必要な日数のほか、機器の調整・検査期間・施
工条件や休日等を考慮した日数を加え、工事段
階に必要な期間を確保しています。
　今後とも適正な工期の確保に合わせて書類の
削減・簡素化を推進していきます。

【回答】
　東京都の発注する契約においては、より多く
の企業に広く受注機会を与えること、競争性を
確保することといった基本的な考え方があり、
都内に本店がある事業者のみを入札参加条件と
する取扱いは行っていませんが、指名選定にあ
たっては、地域の建設事業者の受注機会の確保
や地域経済の振興といった観点から、発注工事
の施行場所付近に営業所を有する事業者を優先
的に指名しています。
　また、希望制指名競争入札における指名者数
は原則者とされていますが、財務局契約第一
課においては、平成年７月日付で公表した
「東京都工事請負指名業者選定基準における選
定業者数の試行について」により、希望者が
者を越えた場合には、都内本店の中小企業者は
者を越えて指名しているところです。
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は
５
兆

２
７
３
８
億
円
と
な

た


目
標
額
が
５
兆
円
台
と
な


た
の
は

年
度
以
来


年

ぶ
り


　
物
件
・
役
務
に
つ
い
て


﹁
契
約
の
途
中
で
需
給
の
状

況
や
原
材
料
費
な
ど
の
実
勢

価
格
に
変
化
が
生
じ
た
場
合

に
は

契
約
金
額
を
変
更
す

る
必
要
が
あ
る
か
否
か
を
検

討
し

適
切
に
対
応
す
る
﹂

こ
と
を
明
記
し
た


　
さ
ら
に
中
小
建
設
企
業
に

対
す
る
配
慮
と
し
て
引
き
続

き

必
要
な
工
期
・
履
行
期

間
の
確
保
と
地
域
の
公
共
工

事
施
工
時
期
の
平
準
化
に
よ


て

中
小
建
設
企
業
の
受

注
機
会
増
大
に
努
め
る
と
し

た


災害対応時系列表


